
２０２２３年度決算の概要

※以下文面における金額は「万円単位」に端数調整してあります。

（１）資金収支計算書について
　２０２３年度資金収入は、２０２３年度予算比（以下「予算比」という。）３９億２，９５８万円増の４２０億５，４９９万円であり、
これに前年度繰越支払資金１５３億８，１７０万円を加えた収入の部合計は、５７４億３，６６８万円です。
　これに対して資金支出は、予算比９億７，３６７万円減の４５９億６，２３６万円であったので、翌年度繰越支払資金は、
予算比４９億３２６万円増の１１４億７，４３３万円となり、支出の部合計は、５７４億３，６６８万円です。

### 学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 25,998,000,000 26,751,778,135 △ 753,778,135

### 手 数 料 収 入 1,735,500,000 1,685,082,536 50,417,464

### 寄 付 金 収 入 804,000,000 707,487,371 96,512,629

### 補 助 金 収 入 3,744,600,000 4,224,742,577 △ 480,142,577

### 資 産 売 却 収 入 4,012,900,000 2,724,377,822 1,288,522,178

### 付随事業・収益事業収入 3,312,900,000 3,475,510,329 △ 162,610,329

### 受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 800,000,000 1,499,568,486 △ 699,568,486

### 雑 収 入 1,024,100,000 1,349,106,512 △ 325,006,512

### 借 入 金 等 収 入 0 0 0

### 前 受 金 収 入 6,254,000,000 6,405,195,303 △ 151,195,303

### そ の 他 の 収 入 645,800,000 874,960,810 △ 229,160,810

### 資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 6,706,100,000 △ 7,642,822,824 936,722,824

### 前 年 度 繰 越 支 払 資 金 11,881,400,000 15,381,697,367

53,507,100,000 57,436,684,424 △ 3,929,584,424

人 件 費 支 出 16,408,930,000 16,355,047,106 53,882,894

教 育 研 究 経 費 支 出 11,944,300,000 11,229,608,357 714,691,643

管 理 経 費 支 出 2,628,400,000 2,769,932,225 △ 141,532,225

借 入 金 等 利 息 支 出 158,300,000 158,291,358 8,642

借 入 金 等 返 済 支 出 1,649,700,000 1,649,680,000 20,000

施 設 関 係 支 出 5,682,400,000 5,050,854,666 631,545,334

設 備 関 係 支 出 2,018,700,000 1,734,248,519 284,451,481

資 産 運 用 支 出 6,212,800,000 5,853,108,157 359,691,843

そ の 他 の 支 出 2,632,600,000 3,751,853,877 △ 1,119,253,877

〔 予 備 費 〕 (                    0)

〔 予 備 費 〕 300,000,000 300,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 2,700,100,000 △ 2,590,266,770 △ 109,833,230

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,571,070,000 11,474,326,929 △ 4,903,256,929

53,507,100,000 57,436,684,424 △ 3,929,584,424

<収入の部>

学生生徒等納付金収入（２６７億５，１７８万円）

（単位：円）<収入の部>

科　　　目 差　　異

資　金　収　支　計　算　書
２ ０ ２ ３ 年 ４ 月   　１ 日から
２ ０ ２ ４ 年 ３ 月   ３１ 日まで

予　　算 決　　算 差　　異

支 出 の 部 合 計

授業料、入学金、実験実習料、及び施設設備資金です。

右表は直近５年の学生生徒等納付金収入の推移です。

科　　　目

収 入 の 部 合 計

（単位：円）

予　　算 決　　算

<支出の部>

学生から納入された学費です。

文部科学省から交付される経常

費補助金、研究設備整備費等

補助金などです。

国などの公的機関・民間企業と
の受託研究契約・共同研究契約
に基づく収入などです。

２０２２年度に納入された
２０２３年度分の学費などです。

２０２２年度に納入された
２０２３年度学費などですので、
収入の部から差し引きます。

教育・研究活動に要する経費で
す。

法人の管理運営・学生募集に要
する経費です。

土地、建物（附属設備も含む）、
構築物など、施設を取得するた
めの支出です。

２０２３年度末までに支払が完了
しなかった未払金などですので、
支出の部から差し引きます。
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手数料収入（１６億８，５０８万円）

寄付金収入（７億７４９万円）

補助金収入（４２億２，４７４万円）

資産売却収入（２７億２，４３８万円）

付随事業・収益事業収入（３４億７，５５１万円）

入学検定料、試験料、証明手数料、
及び大学入学共通テスト実施手数料です。

右表は直近５年の手数料収入の推移です。

企業等からの研究助成金や学生の父母、教職員、
卒業生からの寄付金です。

右表は直近５年の寄付金収入の推移です。

国庫補助金、地方公共団体補助金、
及び学術研究振興資金です。
例年、国庫補助金として計上される経常費補助金が
大部分を占めています。

右表は直近５年の補助金収入の推移です。
２０２１年度は私立大学等経常費補助金が理工学部の
入学定員超過等に伴い、前年度より減少しています。

不動産及び有価証券の売却収入です。

右表は直近５年の資産売却収入の推移です。

補助活動収入、受託事業収入、知的財産権実施料等収入、
公開講座受講料などです。

右表は直近５年の付随事業・収益事業収入の推移です。

1,000

1,250

1,500

1,750

2,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

200

400

600

800

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

2,000

2,800

3,600

4,400

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

0

1,750

3,500

5,250

7,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

は、

は、

は、

は、

は、



受取利息・配当金収入（１４億９，９５７万円）

雑収入（１３億４，９１１万円）

<支出の部>

人件費支出（１６３億５，５０５万円）

教育研究経費支出（１１２億２，９６１万円）

管理経費支出（２７億６，９９３万円）

施設設備利用料、私立大学退職金財団交付金、
及びその他の雑収入です。

右表は直近５年の雑収入の推移です。
私立大学退職金財団交付金は、各年度の退職者数に
大きく影響されます。

教員人件費、職員人件費、役員報酬、及び退職金です。

右表は直近５年の人件費支出の推移です。

消耗品費、旅費交通費など教育・研究活動に要する経費で
す。

右表は直近５年の教育研究経費支出の推移です。
２０２２年度以降、キャンパス再構築や光熱水費を含むインフレ
の
影響により、増加しています。

法人の管理運営・学生募集活動に要する経費です。

右表は直近５年の管理経費支出の推移です。

第３号基本金運用収入、受取利息・配当金収入です。

右表は直近５年の受取利息・配当金収入の推移です。
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借入金等利息支出（１億５，８２９万円）

借入金等返済支出（１６億４，９６８万円）

施設関係支出（５０億５，０８５万円）

設備関係支出（１７億３，４２５万円）

土地、建物（附属設備も含む）、構築物など、
施設を取得するための支出です。

右表は直近５年の施設関係支出の推移です。
２０２０年度以降、葛飾キャンパス再構築等のため増加していま
す。

備品、図書、車輛など、設備を取得するための支出です。

右表は直近５年の設備関係支出の推移です。

銀行や日本私立学校振興・共済事業団からの借入金の
利息返済支出です。

右表は直近５年の借入金等利息支出の推移です。

銀行や日本私立学校振興・共済事業団からの借入金の
返済支出です。

右表は直近５年の借入金等返済支出の推移です。

資金収支計算書は、教育研究等の諸活動に要する一年間の資
金の収入、支出をみるもので、支出に対応する収入がどのような
源泉から調達されているかをみることができます。また、借入金な
どの負債性のある収入や、固定資産取得に必要な支出、借入金
返済などが全体の収支にどのような役割を果たしているかなども
みることができます。

この資金収支計算書を活動区分ごとに表示した活動区分資金
収支計算書は、企業会計のキャッシュフロー計算書に相当します
が、区分の方法が企業会計とは異なります。

0

100

200

300

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

0

500

1,000

1,500

2,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

700

1,000

1,300

1,600

1,900

2,200

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

は、

は、

は、

は、



（２）事業活動収支計算書について

　２０２３年度の事業活動収入計は、予算比２３億４６１万円増の４００億９，２７１万円です。これに対して事業活動支出計は、予算比８億３，６０９万円減の
３６２億２，５５７万円であるため、基本金組入前当年度収支差額は３８億６，７１４万円の収入超過となります。ここから基本金組入額合計
７４億２，０２２万円を差し引くと、当年度収支差額は３５億５，３０８万円の支出超過となります。
　この結果、２０２２年度からの繰越収支差額（支出超過額）４３１億９，７４１万円を加えると、２０２４年度への繰越収支差額（支出超過額）は
４６７億５，０５０万円となります。

　

学 生 生 徒 等 納 付 金 25,998,000,000 26,751,778,135 △ 753,778,135

手 数 料 1,735,500,000 1,685,082,536 50,417,464

寄 付 金 804,000,000 748,983,550 55,016,450

経 常 費 等 補 助 金 3,586,300,000 4,041,507,219 △ 455,207,219

付 随 事 業 収 入 3,312,900,000 3,475,437,515 △ 162,537,515

雑 収 入 1,024,100,000 1,350,182,819 △ 326,082,819

教 育 活 動 収 入 計 36,460,800,000 38,052,971,774 △ 1,592,171,774

人 件 費 16,359,060,000 16,309,875,780 49,184,220

教 育 研 究 経 費 17,056,200,000 16,303,532,562 752,667,438

管 理 経 費 2,971,700,000 3,109,601,181 △ 137,901,181

徴 収 不 能 額 等 0 0 0

教 育 活 動 支 出 計 36,386,960,000 35,723,009,523 663,950,477

教 育 活 動 収 支 差 額 73,840,000 2,329,962,251 △ 2,256,122,251

受 取 利 息 ・ 配 当 金 800,000,000 1,499,568,486 △ 699,568,486

その他の教育活動外収入 0 72,814 △ 72,814

教 育 活 動 外 収 入 計 800,000,000 1,499,641,300 △ 699,641,300

借 入 金 等 利 息 158,300,000 158,291,358 8,642

その他の教育活動外支出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 158,300,000 158,291,358 8,642

教 育 活 動 外 収 支 差 額 641,700,000 1,341,349,942 △ 699,649,942

経 常 収 支 差 額 715,540,000 3,671,312,193 △ 2,955,772,193

資 産 売 却 差 額 0 13,262,867 △ 13,262,867

そ の 他 の 特 別 収 入 527,300,000 526,830,259 469,741

特 別 収 入 計 527,300,000 540,093,126 △ 12,793,126

資 産 処 分 差 額 216,400,000 344,265,942 △ 127,865,942

そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0

特 別 支 出 計 216,400,000 344,265,942 △ 127,865,942

特 別 収 支 差 額 310,900,000 195,827,184 115,072,816

〔 予 備 費 〕 300,000,000 300,000,000

基本金組入前当年度収支差額 726,440,000 3,867,139,377 △ 3,140,699,377

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 7,488,000,000 △ 7,420,220,640 △ 67,779,360

当 年 度 収 支 差 額 △ 6,761,560,000 △ 3,553,081,263 △ 3,208,478,737

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 47,193,900,000 △ 43,197,413,844 △ 3,996,486,156

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 53,955,460,000 △ 46,750,495,107 △ 7,204,964,893

事 業 活 動 収 入 計 37,788,100,000 40,092,706,200 △ 2,304,606,200

事 業 活 動 支 出 計 37,061,660,000 36,225,566,823 836,093,177

２０２３年４月　１日から

事　業　活　動　収　支　計　算　書

２０２４年３月３１日まで

予　　算 決　　算 差　　異
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管理経費：減価償却額が含まれます。

資産処分差額：資産を廃棄除却した際の
簿価との差額です。
（処分額＜簿価）

徴収不能額等：奨学貸付金などで徴収不
能になったもの及び徴収不能になる可能
性が高いものです。

基本金組入額合計：学校法人が教育研
究活動等の計画に基づき必要な資産を
継続的に保持するために維持するべきも
のとして、事業活動収入から組入れた金
額のことです。

人件費：教職員の退職金に備えるための
退職給与引当金への当年度繰入額が含
まれます。

教育活動収支：経常的な収支の内、教育
活動に関わる収支を表します。

教育活動外収支：経常的な収支の内、教
育活動以外の収支を表します。

特別収支：臨時的な収支を表します。

その他の特別収入：施設設備拡充等のた
めの寄付金、補助金、および現物寄付な
どです。

経常収支：事業活動収支から臨時的な収
支（特別収支）を除いたものです。

資産売却差額：資産を売却した際の簿価
との差額です。
（売却額＞簿価）

基本金組入前当年度収支差額：事業活動
収入の合計から事業活動支出の合計を差
し引いた額です。

教育研究経費：減価償却額が含まれます。



<事業活動収入>

事業活動収入（４００億９，２７１万円）

<基本金組入額>

基本金組入額（７４億２，０２２万円）

<事業活動支出>

事業活動支出（３６２億２，５５７万円）

学校法人が教育研究活動等の計画に基づき必要な資産を
継続的に保持するために維持するべきものとして事業活動収入から
組入れた金額のことです。

右表は直近５年の基本金組入額の推移です。

教育研究その他の諸活動に対応した費用の支出を示したもので、
人件費、教育研究経費、管理経費などです。

右表は直近５年の事業活動支出の推移です。

学校法人の負債とならない収入で、学生生徒等納付金、手数料、寄付金、
経常費等補助金、付随事業収入、受取利息・配当金収入などです。

右表は直近５年の事業活動収入の推移です。

事業活動収支計算書は、毎年度の経営状況を示すものであり、学校法
人会計基準の改正によって２０１５年度から「消費収支計算書」より様式が
変更されたものです。収支を「経常的なもの」と「臨時的なもの」に区分、さ
らに経常的な支出を「教育活動」と「教育活動外」に区分し、事業活動別
の収支の均衡をみることができます。

企業会計の損益計算書に相当しますが、学校法人では企業のように営
利目的ではなく収支の均衡を目的とする点で、企業会計とは異なります。

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

百万円

は、

は、

は、



（３）貸借対照表について

　２０２３年度末の資産総額は、前年度末比１４億２，３２５万円増の１，８１８億８，６１１万円です。また、負債総額は、

前年度末比２４億４，３８９万円減の２１８億１，７８８万円です。

　資産の部は、固定資産が前年度末比４４億９４万円増の１，６８３億３，８９９万円であり、流動資産が前年度末比

２９億７，７６９万円減の１３５億４，７１２万円です。その結果、固定資産構成比率は９２．６％であり、流動資産構成比率は

７．４％です。

　負債の部は、長期借入金が前年度末比１６億４，９６８万円減の６４億９９２万円です。その結果、固定負債は前年度末比

１７億２，９９１万円減の１０８億７，５７３万円となり、固定負債構成比率は６．０％です。また、流動負債は前年度末比

７億１，３９８万円減の１０９億４，２１４万円であり、流動負債構成比率は６．０％です。

　純資産の部は、基本金が前年度末比７４億２，０２２万円増の２，０６８億１，８７３万円であり、このほかに

未組入額が８４億５，２７６万円あります。翌年度繰越収支差額は前年度末比３５億５，３０８万円減の４６７億５，０５０万円の

支出超過となります。

168,338,991,002 163,938,049,462 4,400,941,540

116,340,875,454 114,737,459,618 1,603,415,836

43,366,645,965 41,411,817,291 1,954,828,674

8,631,469,583 7,788,772,553 842,697,030

13,547,115,459 16,524,804,932 △ 2,977,689,473

181,886,106,461 180,462,854,394 1,423,252,067

10,875,734,822 12,605,639,828 △ 1,729,905,006

10,942,140,416 11,656,122,720 △ 713,982,304

21,817,875,238 24,261,762,548 △ 2,443,887,310

206,818,726,330 199,398,505,690 7,420,220,640

178,061,726,330 170,641,505,690 7,420,220,640

26,160,000,000 26,160,000,000 0

2,597,000,000 2,597,000,000 0

翌年度繰越収支差額 △ 46,750,495,107 △ 43,197,413,844 △ 3,553,081,263

160,068,231,223 156,201,091,846 3,867,139,377

181,886,106,461 180,462,854,394 1,423,252,067

（単位：円）

貸　借　対　照　表

科　　目

２０２４年　３月３１日

負債及び純資産の部合計

固 定 資
産

流 動 資 産

固 定 負 債

流 動 負 債

純 資 産 の 部 合 計

第 １ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

基 本 金

その他の固定資産

本年度末 前年度末 増　　減

特 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸借対照表は、年度末における資産、負債、純資産（基
本金および繰越収支差額）の状態を表示し、年度末時点
での財政状態を表す重要な財務資料です。

企業会計の貸借対照表に相当しますが、学校法人会計
の特徴的な概念として基本金があります。学校法人はその
諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持しなけ
ればならず、そのために必要な金額を事業活動収入から
留保したものが基本金となります。



(４)主な財務比率の推移と分析

区分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

①人件費依存率 61.1% 61.8% 61.7% 61.0% 61.0%

②教育研究経費比率 40.3% 40.6% 41.5% 41.0% 41.2%

③経常収支差額比率 8.6% 8.8% 6.5% 9.9% 9.3%

④事業活動収支差額比率 8.6% 9.0% 6.6% 10.1% 9.6%

⑤学生生徒等納付金比率 70.7% 69.7% 70.7% 67.4% 67.6%

⑥純資産構成比率 84.2% 84.3% 85.9% 86.6% 88.0%

①人件費依存率

学生生徒等納付金に対し人件費が占める割合を示すもので、

一般的に低い値の方がよいとされています。収入と支出のバラ

ンスがとれているかどうかを示しています。

②教育研究経費比率

経常収入に対し教育研究経費の占める割合を示すもので、一

般的に高い値の方がよいとされています。

支出構成が適切であるかを示しています。

③経常収支差額比率

経常収入に対し経常収支差額の占める割合を示すもので、一

般的に高い値の方がよいとされています。大学の経常的な活動

に関して収支が安定しているかを示しています。

④事業活動収支差額比率

事業活動収入に対し基本金組入前当年度収支差額が占める割

合を示すもので、一般的に高い値の方がよいとされています。こ

の比率がプラスでその値が大きいほど財政面での将来的な余裕

につながるとされており、臨時的な要因でマイナスとなった場合

を除き、マイナスの値が大きくなるほど財政面で今後貧窮する可

能性が高いとされています。

⑤学生生徒等納付金比率

経常収入に対し学生生徒等納付金が占める割合を示すもので、

この比率が安定的に推移することが望ましいとされています。

⑥純資産構成比率

総負債および純資産の合計額に対し純資産が新る割合を示す

もので、一般的に高い値の方がよいとされています。自己資金

が充実しているかを示しており、この比率が大きくなるほど、自己

財源が充実しており財政的に安定していると評価されます。

諏訪東京理科大学の公立法人化（2019年度）以降、
主な財務比率は安定的に推移しています。

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

経常収支差額

経常収入

学生生徒等納付金

経常収入

純資産

総負債＋純資産
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